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労働災害の発生状況（小松労働基準監督署管内）
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令和７年の労働災害発生件数329件は、平成10年頃（30年前）の水準であり、厳しい結果となった。

図1 年別労働災害発生状況の推移（小松署管内、新型コロナウイルス感染症を除く。単位：人）



建設業における労働災害の発生状況（小松労働基準監督署管内、石川県内）
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小松労働基準監督署管内の建設業における労働災害は、過去５年間で横ばいである。
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石川県内では令和６年に発生した能登半島地震の影響により、能登地域の建設災害が大幅増加し全体数を押し上げている。



建設業における労働災害の発生状況（小松労働基準監督署管内）
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墜落・転落が最多（５人）となっている。
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墜落・転落災害が最も多く発生しており、全体の 19％ を占める



建設業における労働災害の発生状況（小松労働基準監督署管内）
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令和８年の労働災害は令和７年同期と比べると増加傾向にあり、墜落・転落災害が最多（９人）となっている。
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交通事故 1

事故の型別 労働災害発生状況（建設業）（単位：人）

（小松労働基準監督署管内、令和８年６月30日現在）
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労働災害発生状況（建設業）（単位：人）

（小松労働基準監督署管内）

令和７年６月30日現在 令和８年６月30日現在



１ 脚立からの墜落・転落防止対策
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脚立の正しい使い方です。（『木造家屋等低層住宅工事墜落防止標準マニュアル』より）



１ 脚立からの墜落・転落防止対策
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脚立の間違った使い方の例です。脚立の倒れやすい方向を理解しましょう。



２ 熱中症対策
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キャンペーン期間は、５月１日～９月３０日（重点取組期間 ７月１日～８月３１日）です。



２ 熱中症対策 労働安全衛生規則の改正【令和７年６月１日施行】

9

対象は、ＷＢＧＴ２８度以上又は気温３１度以上の環境下で、連続１時間以上又は１日４時間を超えて実施が見込まれる作業。

熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、熱中症のおそれがあ

る作業従事者（事業者や一人親方等の非労働者を含む。）を早期に見つ

け、その状況に応じ、迅速かつ適切に対処することにより熱中症の重篤

化を防止するため、以下の（１）～（３）が事業者に義務付けられます。

【労働安全衛生規則第612条の２】

（１）体制整備

（２）手順作成

（３）関係者への周知

１ 「熱中症の自覚行状がある作業者」や
「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」が
その旨を報告するための体制整備及び関係作業者への周知。

２ 熱中症のおそれがある労働者を把握した場合に、迅速
かつ的確な判断が可能となるよう、

①緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等

②作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等、熱中症による
重篤化を防止するために必要な措置の実施手順の作成
及び関係者への周知



２ 熱中症対策 熱中症対策手順書の例
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小松労働基準監督署が作成した熱中症対策簡易手順書（建設現場用）

熱中症対策に関する法規制に対応した手順書の様式例を作成しています。

加工可能なデータを小松監督署のホームページに掲載していますので

必要に応じてご利用ください。

熱中症は、暑ければ年齢、場所を問わず発生する可能性があります。

掲示場所は、緊急時に誰でもすぐに確認・対応できるよう数か所とし、

そのうち１か所は熱中症患者の介抱予定場所（休憩所など）とするの

が望ましいでしょう。

「小松労働基準監督署からのお知らせ」

で検索



２ 熱中症対策 職場における熱中症防止のためのガイドライン
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【令和８年３月策定】 ガイドラインの目次は、以下のとおりです。

第１ 目的等

第２ 熱中症リスクの評価

１ 有害性の要因の特定 （高温、多湿な作業環境、連続作業、通気性や透湿性の低い衣服や保護具、身体作業負荷の高い作業）

２ 湿球黒球温度の値の把握 （ＷＢＧＴ値「暑さ指数」）

３ 熱中症リスクの評価・検討（リスク評価 → 熱中症リスクの低減のための措置の検討）

第３ 熱中症リスクに応じた措置

１ 労働衛生管理体制の確立等（各種管理者等の選任と役割、作業手順・作業計画の策定、報告体制の整備及び手順等の作成並びに周知）

２ 作業環境管理 （ＷＢＧＴ基準値を超えるおそれのある場所で作業を行う場合はＷＢＧＴ値の低減を図る、休憩場所の整備）

３ 作業管理 （作業時間の短縮、暑熱順化を図る、プレクーリング、水分・塩分の摂取、服装による身体冷却、作業巡視）

４ 健康管理 （健診結果に基づく対応、日常の健康管理、作業者の健康状態・暑熱順化の状況の確認）

５ 労働衛生教育 （熱中症予防管理者向け３時間45分、職長等の現場指揮者向け１時間、作業者向けは短時間かつ繰り返し）

６ 異常時の措置 （熱中症を疑わせる症状があれば、本人に自覚症状がなく、大丈夫と言ったとしても、ためらわずに報告する）

７ その他 （対策の実施時期、「スポットワーク」労働者への配慮、注文者や作業場所管理事業者による配慮、個人事業者）

「職場における熱中症防止のた

めのガイドラインを参考に」

パンフレット



２ 熱中症対策 働く人の今すぐ使える熱中症ガイド
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78ページありますので、

内容を抜粋して紹介し

ます。



２ 熱中症対策 ガイドライン 第３ ３ 作業管理
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暑熱順化の 有り／無し により

WBGT基準値が変わります。

→ 熱中症防止対策も変わります。

暑熱順化は

最低でも１週間はかかります。

また、作業を長期間離れた場

合など、年１回実施するだけ

では不足することがあります。



２ 熱中症対策 ガイドライン 第３ ３ 作業管理
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プレ クーリング

pre－cooling

アイス スラリー

ice－slurry

どろっとした混合液



２ 熱中症対策 ガイドライン 第３ ６ 異常時の措置
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２ 熱中症対策 ガイドライン 第３ ４ 健康管理
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２ 熱中症対策 ガイドライン 第３ ４ 健康管理
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２ 熱中症対策 エイジフレンドリー補助金
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本年度は、「熱中症対策コース」が設定されています。

＜エイジフレンドリー補助金 熱中症対策コース＞

●補助率：１／２ 上限額１００万円（消費税を除く）

●申請受付期間 令和８年５月20日～10月31日

【条件】

次のいずれも満たす中小企業事業者であること

・１年以上事業を実施していること

・役員を除き、自社の労災保険適用の高年齢労働者（60歳以上）

が常時１名以上就労していること。

【補助対象】

・熱中症リスクの高い暑熱作業のある事業場の、休憩施設の整備

・体温を下げるための機能のある服の導入 など。



３ 定期健康診断の診断項目の変更
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労働安全衛生法に基づく定期健診の診断項目に、令和９年４月から血清クレアチニン検査が追加されます。

慢性（※３か月以上）腎臓病患者は、推計では成人５人に１人の割合で存在し、患者数は約2千万人、透析患者数は約35万人。

慢性腎臓病は早期発見・治療することで、腎不全発症までの期間を26年延ばすことができるとの研究結果がある。

令和９年４月から変更になる項目



４ ストレスチェック制度の対象拡大
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令和10年４月から、全ての事業者に対して、年１回のストレスチェック実施が義務化されます。



５ 建設事業無災害表彰制度
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該当する工事があった場合は、現場代理人の励みになると思いますので、ぜひ申請してください！

厚生労働省では、次の（1）から（3）までの全てに該当する事業で

あって、全工期を通じ、業務上の災害が発生しなかった事業場に対し、

厚生労働省労働基準局長名の表彰状を授与しています。

（1）事業の期間(工期)が予定される事業であること。

（2）労働基準法別表第１第３号(土木、建築その他工作物の建設、改造、

保存、修理、変更、破壊、解体又はその準備の事業)に該当する事業

であること。

（3）労働者災害補償保険の保険料(概算又は確定)の額が160万円以上であること。

※「業務上の災害」とは、死亡災害、休業災害、又はこれらの災害以外の災害であって労働基準法施行規則 別表第２ 身体障害等級表に掲げる

身体障害を伴うものをいいます。なお、不休災害は含みません。

※「業務上の災害」であっても、出張等で一般公衆の用に供せられる交通機関を利用中に発生した災害は、ここでは業務上の災害から除かれます。

建設事業無災害表彰制度の概要



５ 建設事業無災害表彰制度
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該当する工事があっても、表彰するためには申請が必要です。

表彰の申請は、建設事業無災害報告書及び同意書を作成し、所轄の

労働基準監督署長を経由して石川労働局長あてに申請してください。

（小松署管内の工事であれば、小松署へ申請してください。）

労働基準監督署長の審査、石川労働局長の審査を経て授与されるこ

とになります。

不明点は、小松労働基準監督署までお問合せください。

石川労働局ホームページ

「建設事業無災害表彰」

建設事業無災害表彰制度の申請方法
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